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研究成果の概要（和文）： 

中国における産業クラスター/集積の育成政策に焦点を置いて研究を行った。2009 年 8 月の西

安市、2010 年 8 月、成都市、2011 年青島/武漢等の「高新技術園区」における調査を通じて、

中国の地方政府と開発区管理委員会、現地中国企業、日系企業など各アクターによるイノベー

ションを生み出す活動が、産業クラスター/集積を生み出すメカニズムを明らかにした。イノベ

ーションミックスという計画当初の視点は、地域間競争を軸とした開発区モデルが、地域経済

の「重層的ガバナンス構造」を形成していることを明らかにした。 

 

研究成果の概要（英文）： 
Focusing on the industry development policies in china, we investigated "high tech 
parks" in Xian(2009), Chengdu(2010), Chingtao / Wuhan（2011）. We found that the 
regional economy has grown by the mix of innovations provided by local governments, 
NPO, Chinese private companies and Japanese companies. We named it multi-layered 
governance structure of regional economy. 
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１．研究開始当初の背景 

現代のわが国の社会経済は、後発型のキャッ

チアップ経済からフロントランナー型の経

済に移行している。今や最大の課題はイノベ

ーションを創出し、新たな繁栄をもたらし続

けることに他ならない。その結果、わが国に
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おいて、イノベーションの促進は、経済産業

省の産業クラスター政策、文部科学省の知的

クラスター創成事業として展開されている。

政策的な意図を持って積極的に育成されつ

つある産業クラスターには政策担当者、NPO,

そして企業によるイノベーション創出の試

みが見られるが、われわれはそれを「重層的

なガバナンス構造」として定式化し、各アク

ターのイノベーション創出行為の適切な組

み合わせが存在しなければ、イノベーション

をもたらす産業クラスター育成の狙いは実

現されないと考えた。 

そこで、このようなイノベーション促進政

策をイノベーションミックスとしてデザイ

ンできるかを探求するという問題意識を持

つにいたった。研究においては、ヒントを著

しい成長を示している中国の地域経済に求

め、｢重層的なガバナンス構造｣を適切にデザ

インすることによって成長を引き起こすイ

ノベーションミックスの一般的なメカニズ

ムの把握に注力した。 

 

２．研究の目的 

中央政府・地方自治体、NPO,民間企業によ

るイノベーション創出行為の相乗効果をも

たらす｢イノベーションミックス｣のコンセ

プトを一般的に確立し、最終的にフロントラ

ンナーとなった日本の中央政府、地方自治他、

NPO、企業のために市場デザインを提案し、

そこにおける企業戦略を提案する。 

 

３．研究の方法 

本研究においては、月例の研究会として、(1)

取引費用の経済学を中心とする新制度派経

済学、正統性の概念を展開する新制度派社会

学にかかわる文献を渉猟する。新制度派経済

学研究会の運営と、(2)国際戦略経営研究学会

の戦略理論･実践研究会において、実務家の

参加を求め、月例の研究会の運営を通じて、

実務家の意見を求めた。(3)実態調査として、

中国の「高新技術園区」における、地方政府

機関、政府系管理委員会、中国現地の｢ソフ

トウェア開発企業｣、日系ソフトウェア開発

委託企業へのヒアリング調査を軸にして行

った。 

 

４．研究成果 

特に中国における「高新技術園区」の育成政

策に焦点を置いて研究を行った。中国の地方

政府と開発区管理委員会、現地中国企業、日

系企業など各アクターによるイノベーショ

ンを生み出す活動が、産業クラスター/集積を

生み出すメカニズムであることを明らかに

した。 

イノベーションミックスという計画当初

の視点は、地域間競争を軸とした開発区モデ

ルが、地域経済の「重層的ガバナンス構造」

として実行されていることを明らかにした。 

さらに、地域経済が所在する｢社会｣におけ

る文化的な正統性の｢感覚｣が、非公式的な制

度として、その場における｢経済的な取引｣の

取引費用を左右し、ひいては地域経済の成長、

そこにおける企業のパフォーマンスを左右

することが発見された。この発見は、現在戦

略経営の分野で影響力を増しつつある｢制度

ベースの戦略論｣の主著に沿うものであり、

今後のさらなる研究が必要であると思われ

る。 

丹沢安治/久保知一（2011）においては、こ

の発見に基づき、下図の枠組みによる実証研

究を試みた。 

 



 

 

調査は 2011 年 1 月から 2 月にかけて行わ

れた。計 3120 社の在中国日本企業に質問票

が郵送され，ウェブによって 179 票、郵送に

よって 3 票の合計 182 票の回答を得た。地方

政府の正統性要求から導かれる仮説は検証

されたが、企業レベルの行為者の文化的慣習

による正統性要求は充分に検証されなかっ

た。取引費用を削減すれば、地域経済にとっ

ても､また、その地域経済の中にいる経済的

アクターにとっても良い結果が得られると

いう視点は、多くの場合検証されるが、成長

や良い企業パフォーマンスのための最も重

要な決定要因であることを意味していない

ことは重要である。そのいみで、適切な｢イ

ノベーションのミックス｣が生み出すシナジ

ー効果を実証する枠組みを検討する必要が

あるだろう。この点の検討は今後の課題であ

ると考えている。 
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